
震災から１０年のハイチに国連が懸念 
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１０年前の１月１２日にハイチを襲った壊滅的な地震によって国連職員１０２人を含む数

十万人のハイチ市民が命を落とし、数百万人が被害を受けた。 

 

国連人道問題調整事務所（OCHA）の最近の報告によると、この震災は人類史上最も被害

の大きかった震災ワースト１０に入るという。にもかかわらず、昨年２月に始まった１億

２６００万ドルの人道支援計画に対して、まだ３２％の資金しか提供されていない。OCHA

によれば、この比率は世界最低であるという。 

 

国連のアントニオ・グテーレス事務総長は、ハイチ地震１０

周年のビデオメッセージで「震災を乗り越えようとする民衆

の強さと多くの友人からの支援」を称賛した。しかし、OCHA

の報告書によると、低成長率や高いインフレ率、基本食料品

の高騰など、２０１９年の経済悪化状況が、ハイチの人々の

生活に悪影響を及ぼしている。 

 

マイナスの影響はいまだに続いている。OCHA は１２月２７

日、十分な食料を得られないハイチ国民は、２０１９年の３

７０万人から、２０２０年には４００万人超になりそうだと

の見通しを示した。 
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https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8F%E3%82%A4%E3%83%81
https://www.humanitarianresponse.info/sites/www.humanitarianresponse.info/files/documents/files/20191203-ocha-desastres_naturales.pdf
http://webtv.un.org/watch/player/6121470183001


グテーレス事務総長は、「民衆の安寧と繁

栄にとって重要な仕組みを強化しハイチ

が持続可能な開発目標（SDGs）を達成

できるよう、国際社会の継続的な支援を

確保する」とともに、「ハイチ国民が明る

い将来を構築できるよう国連が支援して

いくこと」を改めて約束した。 

 

しかし、OCHA が報告するように、高い

インフレ率と基本食料品の高騰がハイチ

の人々の生活に悪影響を及ぼしている。

同時に、治安の悪化と社会の緊張が高ま

り、援助関係者が大半の地域に足を踏み

こめない状況にある。 

 

結果として、食糧難に直面しているハイチ国民の数は、２０１８年の２６０万人から２０

１９年には３７０万人へと拡大した。OCHA は今年３月までにこれが４２０万人へと拡大

し、食料不足が「緊急レベル」に達する人は１２０万人に上ると予測している。 

 

「状況は今後数か月も不安定なままだろう。これがハイチの経済を弱め、さらには、ハイ

チの最貧困層が基本的ニーズを満たす能力と、政府が基本的サービスを提供する能力を弱

めることになる。」と OCHA は述べている。 

 

OCHA はパートナーと共に、昨年１月～９月の間に４５万５０００人を支援した。しかし、

資金難のためにそれ以上の支援は困難であった。 

 

人道支援団体などは、２０２０年にハイチでさらに２００万人以上を支援するために２億

５２００億ドルを集めたいとしている。全体としてみれば、ハイチの人口の４割に当たる

４６０万人（その多くが女性や子ども）が緊急の支援を必要とすることだろう。 

 

こうした状況を背景に、国連安全保障理事会は、ハイチのジョヴネル・モイーズ大統領と

強まる反対運動の間の対立によって生まれた国内政治の行き詰まりを解決する必要性を強

調している。 
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https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/sustainable-development-goals.html


安保理は１月９日夜、民衆のニーズに対応する政権を

結成すべく、包摂的でオープンな対話に入るよう関係

者に緊急に求める声明を出した。 

 

ハイチは、政情不安に加えて、燃料不足や汚職スキャ

ンダルなどの難題に直面しており、これに怒った民衆

らが街頭に繰り出す事態になっている。 

 

「安全保障理事会の加盟国は、ハイチ政府が同国の不

安定と貧困の根本原因に取り組む必要性を想起する。

我々は、すべての当事者に対して、暴力行為に訴えず、

平和的手段を通じて差異を解消するよう求める。」と声明は述べている。 

 

声明はさらに、国連や国際社会の支援を得て、同国の悪化する人道状況に緊急に対処する

必要性を強調した。 

 

安保理はまた、暴力の激化に対応する行動を求め、責任者は処罰されるべきだと述べた。

特に言及されているのは、２０１８年１１月に首都ポルトープランス近郊のラ・サリーヌ

で起きた虐殺事件と、１年後にベルエアー地区で起きた武力衝突で約１５人が亡くなった

事件である。 

 

「国連ニュース」が報じたところでは、安保理はまた、ハイチの関係者に対して、政治的

安定と良好なガバナンスを強化するために国連がハイチ国内に設置した「国連統合事務所」

を活用するよう求めた。 

 

フランス語の頭文字をとって「BINUH」として知られる同機関は、１５年に及んだ国連平

和維持活動の終了を受けて、２０１９年１０月に設置されていた。(01.11.2020) INPS 

Japan/ IDN-InDepth News 
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